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中小受託取引適正化法（改正下請法）の成立及び規則案等の公表 
弁護士 伊藤 伸明 
弁護士 小山 遥暉 
弁護士 西島 達也 

はじめに 

本年 5 月 16 日、下請法改正法案が参議院本会議において可決・成立しました。成立した改正下請法は、2026
年 1月 1日から施行されます 1。さらに、本年 7月 16日には、今回の法改正に伴う下請法運用基準及び各種の公
正取引委員会規則の改正案も公表され、パブリックコメントが開始されました 2。これにより、下位法令等も含め
た下請法改正の内容がひととおり出揃ったことから、本ニュースレターでは、これまでに明らかになった情報を踏
まえて、改めて今回の下請法改正の内容をご説明いたします 3。 

 
下請法に関する公正取引委員会（公取委）の執行は引き続き活発であり、2024 年度の勧告件数は 21 件と、平

成以降では最も多くなりました。また、同年度の公取委による指導件数も 8,230 件と、引き続き高い水準にあり
ます。また、下請法については、公取委の他に、中小企業庁（中企庁）による執行も行われています。同庁は、2024
年度は、703 社の親事業者への立入検査を行った結果、1,321 件の違反行為が確認されたとして、584 社に対し
て改善指導を実施しています 4。 

 
後述するとおり、今回の下請法改正では、下請法の規律対象となる事業者や取引類型が拡大されます。また、近

年、公取委が積極的な取組みを進める価格転嫁の問題に関しては、「協議を適切に行わない代金額の決定」が新た
に親事業者の禁止事項として追加されました。下請法の大規模な改正は約 20年ぶりのことであり、改正により適
用範囲も拡大されることから、これまで下請法の適用を受けていたか否かにかかわらず、改正法が施行される 2026
年 1月 1日までには、自社の取引プロセスの再点検を行うことが望ましいと考えられます。 

「下請」という用語の見直し 

改正前の「下請代金支払遅延等防止法」という法律の名称は、今回の改正により、「製造委託等に係る中小受託
事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」に変更されます。公取委は、改正後の本法の略称又は通

 
1 国会審議の過程において、提出時法律案では「公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日」とされていた
改正法の施行期日は、「令和八年一月一日」に改められました。この点を除いて、最終的に成立した改正法の内容は、国会に提出された
時点の下請法改正法案と同一です。下請法改正法案の内容については、本年 3月のニュースレター｢下請法改正の最新動向 ― 下請法改
正法案（新・中小受託法）の閣議決定｣もご参照ください。 
2 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jul/250716_toriteki.html 
3 本ニュースレターの内容には、現在、パブリックコメントの対象となっている規則案等の内容を前提とするものが含まれます。これ
らの規則案等の内容は、パブリックコメントの結果を踏まえ、成案までに変更される可能性があります。 
4 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2025/250611.html 
 

https://www.noandt.com/publications/publication20250328-1/
https://www.noandt.com/publications/publication20250328-1/
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jul/250716_toriteki.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2025/250611.html
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称として、「中小受託取引適正化法」あるいは「取適法」という呼称を用いる意向のようです 5。新法の名称に「取
引適正化」という文言は含まれていないものの、本ニュースレターでは、以後、公取委にならって、改正後の下請
法を「取適法」と呼称します。 

 
また、法律自体の名称と同時に、法律内で用いられる定義語も見直されています。例えば、改正前の下請法にお

ける親事業者は「委託事業者」、下請事業者は「中小受託事業者」、下請代金は「製造委託等代金」へとそれぞれ見
直しが行われます。そのため、本ニュースレターにおいても、改正後の下請法（取適法）の内容については、変更
後の用語を用いてご説明します。 

改正内容の概要 

1. 適用対象事業者の拡大 ― 従業員基準の追加 

(1) 現行法の課題と改正内容 
現行下請法は、同法の適用を受ける「親事業者」及び「下請事業者」を定義するにあたって、下表のとおり取引

主体の資本金の額又はその出資の総額をその基準として用いています（以下「資本金基準」といいます。）。 
 
【現行法】 

金額 
類型 

親事業者 下請事業者 

原則 6 
資本金 3億円超 個人又は資本金 3億円以下 

資本金 1千万円超 3億円以下 個人又は資本金 1千万円以下 

一部の役務提供委託等 7 
資本金 5千万円超 個人又は資本金 5千万円以下 

資本金 1千万円超 5千万円以下 個人又は資本金 1千万円以下 
 
資本金基準は、下請法の適用範囲を明確に画することを可能としていた一方で、会社法における資本金制度の柔

軟化等を経て、近年では、資本金の額と事業規模が一致しない事業者も増加していることから、資本金基準のみで
は中小事業者の保護が十分に図られていないとの指摘もありました。 

 
そこで、法改正により、資本金基準を満たさない場合であっても、常時使用する従業員の数が一定の基準を満た

すときには 8、取適法が適用されることになりました（以下「従業員基準」といいます。）。すなわち、2026年 1月
1日以降は、資本金基準を満たさず、これまで下請法の適用を受けていなかった事業者であっても、新設される従
業員基準を満たす場合には、新たに取適法の適用を受けることになります。例えば、委託側の資本金 1千万円以下
の事業者でも、従業員数が 300人超であり、かつ、受託側の事業者の従業員数が 300人以下の場合には、新たに
取適法の適用対象となります。従業員基準の詳細については、下表をご参照ください。 

 
  

 
5 https://www.jftc.go.jp/partnership_package/toritekihou.html 
6 製造委託、修理委託、情報成果物作成委託のうち政令で定めるもの（プログラムの作成）及び役務提供委託（運送、物品の倉庫におけ
る保管及び情報処理）の場合をいいます。 
7 情報成果物作成委託（政令で定めるものを除く。）及び役務提供委託（政令で定めるものを除く。）をいいます。 
8 運用基準改正案では、「常時使用する従業員」とは、その事業者が使用する労働者（労働基準法第９条に規定する労働者をいう。）のう
ち、日々雇い入れられる者（1か月を超えて引き続き使用される者を除く。）以外のもの（以下「対象労働者」という。）をいい、「常時
使用する従業員の数」は、その事業者の賃金台帳の調製対象となる対象労働者（労働基準法第 108条及び第 109条、労働基準法施行規
則第 55条及び様式第 20号等）の数によって算定するとされています。 

https://www.jftc.go.jp/partnership_package/toritekihou.html
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【改正後】 
金額・従業員数 

類型 
委託事業者 中小受託事業者 

原則 9 
資本金 3億円超 個人又は資本金 3億円以下 

資本金 1千万円超 3億円以下 個人又は資本金 1千万円以下 
従業員数 300人超 従業員数 300人以下 

一部の役務提供委託等 
資本金 5千万円超 個人又は資本金 5千万円以下 

資本金 1千万円超 5千万円以下 個人又は資本金 1千万円以下 
従業員数 100人超 従業員数 100人以下 

 
(2) 実務上の影響 
法改正により、常時使用する従業員の数が 300人又は 100人超の委託側の事業者は、これまで資本金基準を満

たさないことから取適法の適用はないと整理していた取引について、改めて同法の適用がないかを検討する必要が
生じると考えられます。例えば、①取引内容が取適法の適用対象となる製造委託等にあたるかを検討するとともに、
②受託側の事業者に対し、従業員数が従業員基準の人数を下回っていないか定期的に確認する（下回った場合には
適時に通知することも求める）といった対応が必要になると考えられます。なお、運用基準改正案では、常時使用
する従業員の数は、労働基準法に基づく賃金台帳の調製対象となる常時使用される労働者（1か月を超えて引き続
き使用される日々雇い入れられる者を含む。）の数によって算定するとされているため、各事業者は、比較的容易
に、従業員基準該当性（すなわち、従業員数が 100人又は 300人を超えているか）を確認できるものと思われま
す。 

 
もっとも、従業員数は資本金と比較して変動が大きく、特に多数の取引先を抱える委託側の事業者においては、

受託側の事業者の従業員数やその変動を把握して、これに応じて取引先ごとに取引フローを変更することは、必ず
しも容易でないと考えられます。こうした従業員数の把握に係る負担に鑑みると、従業員基準の下で「委託事業者」
に当たりうる委託側の事業者としては、場合によっては、受託側の事業者の従業員数にかかわらず、一律に取適法
に準拠した取引フローを採用することも選択肢となるように思われます。 

 

2. 適用対象取引の拡大 ― 特定運送委託の追加 

(1) 現行法の課題と改正内容 
現行下請法の「役務提供委託」には、委託側の事業者が自ら用いる役務（自家利用役務）について他の事業者に

委託する場合が含まれません。そのため、例えば、顧客渡しの契約で製品を販売しているメーカーが、顧客への製
品の運送を運送業者に委託するような場合には、当該顧客への運送業務は自家利用役務に該当するとして、下請法
の適用はないと解されています 10。しかし、近年、こうした運送委託取引において、独占禁止法上の問題につなが
るおそれのある行為がみられた荷主の数が高止まりしていることが指摘されていました。 

 
そこで、法改正により、こうした物品の運送委託が、新たに「特定運送委託」として取適法の適用対象に追加さ

れました。より具体的には、「事業者が業として行う販売、業として請け負う製造若しくは業として請け負う修理
の目的物たる物品又は業として請け負う作成の目的たる情報成果物が記載され、記録され、若しくは化体された物
品の当該販売、製造、修理又は作成における取引の相手方 … に対する運送の行為の全部又は一部を他の事業者に
委託する」行為が、新たに取適法の適用対象となります。 

 
 

9 製造委託、修理委託、情報成果物作成委託のうち政令で定めるもの（プログラムの作成）、役務提供委託（運送、物品の倉庫における
保管及び情報処理）及び特定運送委託をいいます。法改正により新たに追加される特定運送委託については、原則どおりの資本金基準
及び従業員基準が適用されます。 
10 このような取引については、下請法ではなく、独占禁止法上の告示である「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定
の不公正な取引方法」（物流特殊指定）が適用されます。 
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(2) 実務上の影響 
法改正により、これまで物流特殊指定が適用されていた荷主と物流事業者との間の取引に、今後は取適法が適用

されることになります。物流特殊指定は、取適法とほぼ同様の禁止行為を定める一方で 11、取適法上の委託事業者
の 4つの義務（書面の交付義務、支払期日を定める義務、書類の作成・保存義務及び遅延利息の支払義務）に対応
する規定はありませんでした。したがって、新たに取適法の適用を受ける委託側の事業者は、これらの義務につい
て、追加の対応を採ることが必要になると考えられます。 

 

3. 新たな委託事業者の禁止事項 ― 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止 

(1) 現行法の課題と改正内容 
現行下請法は、親事業者による下請代金の減額や買いたたきを禁止しているものの、こうした既存の枠組みだけ

では、コスト上昇局面における価格転嫁に課題があるという問題意識の下、法改正により、新たに委託事業者によ
る一方的な代金決定が禁止されることになりました。具体的には、委託事業者が、「中小委託事業者の給付に関す
る費用の変動その他の事情が生じた場合において、中小受託事業者が製造委託等代金の額に関する協議を求めたに
もかかわらず、当該協議に応じず、又は当該協議において中小受託事業者の求めた事項について必要な説明若しく
は情報の提供をせず、一方的に製造委託等代金の額を決定」し、これによって中小受託事業者の利益を不当に害す
ることが、新たに委託事業者の禁止事項に追加されます（以下「一方的代金決定の禁止」といいます。）。 
指針案によると、ここでいう「協議を求めた」とは、書面か口頭かを問わず、明示的に協議を求める場合のほか、

協議を希望する意図が客観的に認められる場合をいうとされているため、例えば、「価格について相談させていた
だきたい」と口頭で伝えることも「協議を求めた」にあたると考えられます。また、「協議を求めたにもかかわら
ず、当該協議に応じず」とは、協議の求めを明示的に拒む場合のほか、例えば、協議の求めを無視したり、協議の
実施を繰り返し先延ばしにしたりして、協議の実施を困難にさせる場合を含むとされていることにも注意が必要で
す。 

 
(2) 実務上の影響 
法改正により、委託事業者としては、コスト上昇を理由として中小受託事業者から価格協議の求めがあったとき

には、当該協議に応じ、さらに当該協議において中小受託事業者の求めた事項について必要な説明又は情報の提供
をしなければ、一方的代金決定の禁止の違反に問われうることになります。 

 
もっとも、公取委及び中企庁は、これまでも買いたたきについて柔軟な法解釈を行い、コスト上昇分の取引価格

への反映の必要性について価格交渉の場において明示的に協議することなく、あるいは、下請事業者からの取引価
格の引き上げ要請に対し理由を説明することなく、従来どおりに取引価格を据え置く行為を、買いたたきに該当す
るおそれがある行為として対処していました。一方的代金決定の禁止は、基本的には、2024年 5月に改訂された
買いたたきに関する解釈の運用を超えるものではなく、本改正により、規制対象となる行為が大きく増えるもので
はないように思われますが、法律上禁止行為として明確化されたため、違反行為に対する執行がさらに厳しくなる
可能性があります。 

 
また、代金の「決定」には代金の引上げも含まれます。そのため、代金の引上げがコスト上昇分に十分見合うも

のであって、中小受託事業者から求められた引き上げ幅を上回るなど、「中小受託事業者の利益を不当に害」する
とはいえない場合を除いては、代金を引き上げたからといって、直ちに価格協議への対応が不要になるわけではな
いと考えられます。 

 
なお、一方的代金決定の禁止は、「中小受託事業者が製造委託等代金の額に関する協議を求めた」ことが要件と

なっていることから、中小受託事業者からの価格協議の求めがない場合に、委託事業者の側からあえて価格協議の
場を設けることまでは必要ないように思われますが、下請法運用基準では、「コストの上昇分の取引価格への反映
の必要性について、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと」

 
11 ただし、受領拒否及び返品は、物流特殊指定においては禁止行為とされていません。 
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が買いたたきに該当するおそれがあるとされており、労務費転嫁指針でも、発注者の側から価格転嫁について協議
の場を設けることが求められており、従前通りの価格転嫁関連の公取委の取組みは継続されると考えられることか
ら引き続き注意が必要です。 

 

4. 支払条件に関する規律の見直し（手形払等の禁止、振込手数料の中小受託事業者負担の禁止等） 

(1) 現行法の課題と改正内容 
現行下請法では、割引困難な手形に該当するものを除いて、手形、一括決済方式又は電子記録債権（以下「手形

等」といいます。）による支払が認められています 12。もっとも、手形払には、現金払と比較して、下請代金の全額
を現金で受領するまでの期間が長くなる、割引料、手数料などのコストが必要となり、下請事業者が支払を受ける
下請代金が実質的に目減りするといった問題がありました。 

 
そこで、法改正により、今後は、製造委託等代金の支払手段として、①手形払、②製造委託等代金の支払期日ま

でに当該製造委託等代金の満額に相当する額の金銭と引き換えることが困難であるその他の支払手段を使用する
ことは、支払遅延として禁止されることになります。 

 
また、運用基準改正案においては、製造委託等代金から、中小受託事業者に振込手数料を差し引くことが、製造

委託等代金の減額として取適法違反にあたることが明確化されています。現行の運用基準では、中小受託事業者と
の書面合意があれば振込手数料を中小受託事業者負担とすることが可能でしたが、運用基準の改正後には、書面合
意の有無にかかわらず、このような取扱いは今後禁止されることになります。 

 
(2) 改正による影響 
法改正により、製造委託等代金の支払にあたり、手形の利用は全面的に禁止されることになります。また、一括

決済方式や電子記録債権を利用する場合には、中小受託事業者が、支払期日までに製造委託等代金の満額に相当す
る現金を受け取ることができることが求められることから、支払期日までに金銭を受領するために、中小受託事業
者において割引を受けたり、手数料を負担したりすることが必要になり、製造委託等代金の満額に相当する現金を
受け取ることができないときには、支払遅延に該当すると考えられます。また、前述のとおり、中小受託事業者と
の書面合意の有無にかかわらず、振込手数料を製造委託等代金から差し引くことも禁止されます。 

 
このように、法改正に伴い、支払条件に関する規律が変更されている箇所があることから、取適法の適用対象取

引がある事業者においては、現在の製造委託等代金の支払手段が法改正後の規律に対応しているかを確認するとと
もに、仮に何らかの変更が必要となる場合には、資金繰りに問題が生じないかも確認の上、所要の対応を行う必要
があると考えられます。 

 

5． 事前承諾がない場合における電磁的方法を利用した必要事項の明示 

現行下請法では、いわゆる 3条書面の交付に代えて、電子メール等の電磁的方法により必要的記載事項を提供し
ようとする場合には、親事業者は、下請事業者から事前に承諾を得る必要がありましたが、法改正により、今後は、
中小受託事業者の承諾の有無にかかわらず、電磁的方法により必要的記載事項を提供することが可能になります。
ただし、委託事業者は、中小受託事業者から書面の交付を求められたときは、中小受託事業者が当該電磁的方法に
よる提供を希望する旨の申出を行っていた場合等の一定の例外事由に該当する場合を除き、書面の交付に応じなけ
ればなりません。 

 

6. その他の改正事項 

前述した事項に加えて、今回の法改正においては、以下のような事項も改正の対象となります。 
 

12 ただし、サイト（手形期間又は決済期間）が 60日を超える長期の手形等の交付は、割引困難な手形の交付等に該当するおそれがある
として、その事業者を指導する方針が公表されています。 
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 事業所轄官庁の主務大臣に指導・助言権限が付与され、また、報復措置の禁止の対象となる申告先に、現行

の公取委及び中企庁長官に加えて、事業所轄官庁の主務大臣が追加されます。 
 専ら製品の作成のために用いられる木型、治具等についても、金型と同様に製造委託の対象物として追加

されます。 
 遅延利息の支払義務の対象に減額が追加され、代金の減額をした場合には、起算日から 60日を経過した日

から実際に支払をする日までの期間について遅延利息の支払義務が生じます。 
 勧告に関する規定が見直され、勧告時点において委託事業者の行為が是正されていた場合においても、再

発防止策などが勧告できるようになります。 
 
なお、下請法と同時に、下請振興法についても、名称を「受託中小企業振興法」に変更すること等を含むいくつ

かの改正が行われることとなりますが、これにより、下請中小企業を育成・振興する支援法としての従前の下請振
興法の性格に変更があるものではないと考えられます。 

おわりに 

今回公表された下請法運用基準案等については、本年 8月 15日を期限として、パブリックコメントの手続が行
われており、その結果を踏まえた成案の公布又は公表は、本年 10月頃になるものと思われます。もっとも、パブ
リックコメントの結果により、現在の内容が大きく変更になる可能性は高くないと思われることから、来年 1月 1
日という改正法施行のスケジュールにも鑑み、成案の発表を待つことなく、法改正対応の要否も含めた検討を行う
ことが望ましいと考えられます。その準備にあたり、本ニュースレターがお役に立てば幸いです。 

 
 

2025年 8月 5日 
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